　

１　利用者の傾向
本事業の利用者の傾向から、預かり書類等の返還について考えていきます。

まず、本事業利用者においては、書類等預かりサービスを必要とされる方が多く、利用者の９３.５％（平成２３年２月末時点）が利用しています。

そして、利用者種別をみてみると、もっとも多いのが認知症高齢者等であり、利用者の４８.８％（平成２３年１月末時点）でした。
さらに、本事業の解約理由としては「死亡」が３１.６％（平成２２年３月末時点）と、もっとも高い割合を占めています。
こうした傾向は、事業開始以来大きな変化はなく、今後も続いていく傾向と思われます。ほとんどが書類等預かりサービスを利用され、認知症高齢者等が多く、そして死亡による事業の解約が多いという傾向を考えると、本事業では預かり書類等の返還先について契約時に利用者本人と取り決めをしておくことが重要であるといえます。
そこで、預かった書類等をだれに返還するかを取り決めた「預かり書類等の返還に関する合意書（以下、「返還合意書」）」を作成するようにしています。

しかし、本事業の利用者の親族状況等をみると、その関係性が希薄である、連絡がつかない、まったくいない、関係を拒否するなどが多く、返還合意書を作成できないケースが多く見受けられます。実際には、書類等預かりサービスを利用している方の４５.７％（平成２３年２月末時点）において、返還合意書の作成ができていない状況にあります。


２　預かり書類等の返還
　預かった書類等を返還する方法は次のとおりです。
（１）利用者本人が生存し、（不十分ながらも）判断能力がある場合

　利用者本人が預けた書類等の返還を希望し、それが適当な場合には、利用者本人に返還します。
（２）成年後見人等が選任された場合

　成年後見人等が選任された場合、本事業を解約し支援を引き継ぐことを原則としています。その場合、当然に、利用者本人もしくは成年後見人等に預かり書類等を返還することとなります。しかし、利用者の状況によっては、本事業を継続し成年後見人等と役割分担をしながら支援するということも可能です（※契約締結審査会の審議を経ることが必要となります）。成年後見人等と本事業を併用する場合、補助、保佐、後見の類型によっても対応が異なります。

　＊後見類型；成年後見人には、成年被後見人の財産上の法律行為全般についての代理権と身上の配慮についての義務（民法第５８５条）があります。その代理権と身上の配慮義務にもとづき、本事業は成年後見人と契約することとなります。そこで、本事業は一度解約し、預かり書類等は成年後見人に返還します。その後、新たに成年後見人を代理人として本事業の契約を締結します。預かり書類等については、本事業の支援において必要なもののみを成年後見人から預かり、利用者死亡後は成年後見人に返還します。

※成年後見人においても成年被後見人の死亡によって法定後見が終了し相続が開始しますが、成年後見人は成年被後見人の財産の管理権を持っていることから、成年後見人が相続人に対し財産を引き渡す必要があります。そこで、本事業において預かっている書類等についても一度、成年後見人に返還する必要があります。
　＊保佐・補助類型；保佐人・補助人が選任された場合には、その保佐人・補助人が付与されている代理権によって、一度本事業を解約し、保佐人・補助人と契約するか、利用者本人との契約のまま継続するか対応が異なってきます。保佐人・補助人に本事業に関する代理権が付与されている場合には前者となり、本事業に関する代理権が付与されていない場合には後者となります。そこで、預かり書類等については、前者の場合、成年後見人と同様の考え方になります。後者の場合は、保佐人・補助人が付与されている代理権にもとづき、預かり書類等を整理します。本事業で預かることとなった書類等については、保佐人・補助人と返還合意書を作成し返還します。
（３）利用者が死亡した場合
　利用者の死亡による本事業の終了の場合、預かった書類等を契約者本人（利用者）に返還することができません。そのため、本事業を契約する際に、本人が受け取れない場合の受取人を定めてもらう「預かり書類等の返還に関する合意書」を作成します。
①「預かり書類等の返還に関する合意書」が作成できている場合
　利用者の死亡後、速やかに定められた受取人に返還します。
　②「預かり書類等の返還に関する合意書」が作成できていない場合

　　利用者の死亡後、速やかに相続人もしくは遺言執行者に返還します。
　　または、選任された相続財産管理人に返還します。

３　返還不可能な書類について
　利用者から預かった書類等については、必ず返還することが必要になってきます。しかし、本事業利用者には、親族等がいないという方、いたとしてもその関係が希薄である、または関係自体を拒否される方、さらには連絡等がつかず音信不通・行方不明である方が多く存在します。
　そこで、どうしても返還先がないということも想定されるため、福祉サービス利用援助契約の第９条「書類やはんこの預かり」において預かった書類等を廃棄することを定めています。これは、社協における本事業の運営上、死亡した利用者の書類等を預かり続けることが困難であることから定めました。しかし、こうした事態は本事業契約時に想定されることであり、社協として利用者から預かった書類等の取扱いについては、慎重に行う必要があると考えます。したがって、本事業を契約する際に預かった書類等の返還先を確保しておくことを原則としています。
社協として預かった書類等を安易に廃棄処分とすることなく、適切に対応する必要がありますが、果たして社協としてどこまで対応するべきなのかが重要になってきます。利用者の大切な書類等を社協として責任を持って預かるということは、利用者本人が受け取れない状況が生じたらどうするかについての対応方法を利用者とともに考えることは必要不可欠であるといえます。
そうしたうえで、次のような考えにもとづき、対応することが求められます。

（１）　相続人を調査することについて
　本事業において利用者を支援していくためには、本人状況を把握する必要があります。そのひとつに親族等の確認があります。本人等から聞き取りを行い、本人の親族関係について把握します。その情報にもとづいて、利用者と「預かり書類等の返還に関する合意書」の作成について話し合うこととなります。こうした情報は本人が把握している限りで情報収集することになっています。
したがって、本人が親族等の情報について持っていない、言いたくないという場合や連絡先が不明確な場合については、親族等の存在、不存在も含めて把握することができないことになります。これらを明らかにしようとすると、利用者本人からの委任により、戸籍をとって調べることが考えられますが、社協として、また本事業の運営上、契約上からもそこまでする義務及びその必要性はないと考えます。
（２）遺言の確認について
利用者に親族等がいない場合に、公正証書遺言があるということは遺言執行者もしくは受遺者がいるということであり、それらの方に返還することができます。したがって、公正証書遺言を作成しているかどうかを確認しておくことは必要であるといえます（中身については確認しません）。
　公正証書遺言についても本人に確認するのみとします。公証役場で遺言の有無を確認しようとすると、本人が全国どこで公正証書遺言を作っていても確認することができますが、本人死亡後に利害関係者（債権者の証明が必要）、相続人、遺言執行者等一定の権限があるものからの申し出でなければ、確認することはできないことになっています。
　※遺言には、自筆証書遺言、秘密証書遺言、公正証書遺言の３種類がありますが、本事業では有効性等から考えて公正証書遺言がある場合のみ遺言ありと判断します。
（３）相続財産管理人を選任することについて
　この特約は、相続財産管理人選任のための特約とします。これは利用者の死亡後、その残った財産を管理するための人が、その財産をしかるべきところに振り分け、残りは国庫に帰属させるという手続きを行います。
　これは、どうしても利用者本人の希望がなく、返還先が考えられない場合に、利用者本人と社協によって、福祉サービス利用援助契約にもとづく特約として締結します。

　しかし、これは特約を締結した場合のみであり、社協として、また本事業の運営上、契約上からも相続財産管理人の選任についての義務及びその必要性はないと考えます。
　
　■相続財産管理人の選任についての問題点

　≪申し立てできるのは利害関係人≫
相続財産管理人の選任申し立てができるのは、利害関係人（被相続人の債権者、特定遺贈を受けた者、特別縁故者など）であり、社協が利用者の利害関係人であるかどうかという点に疑問が残ります。
しかし、本事業の場合、利用者死亡時に本事業利用料が未払いである可能性があり、その場合、社協は相続債権者となります。利害関係人には相続債権者が含まれることからも、十分に社協は利害関係人であることが考えられるのです。また、相続人不存在の相続財産がある場合、利害関係人等からの申し出がない限り、家庭裁判所は相続財産管理人を選任し得ないという現状からも、社協が利害関係人として申立てを行うことが困難であるとは考えにくいといえます。さらには実際に、他の都道府県においては、本事業の利用者の利害関係人として社協が申し立てを行った例もあります。
　≪相続財産管理人選任の申立のためには相続人調査が必要≫

　　相続財産管理人選任の申立書類には、被相続人の戸籍や、被相続人より先に死亡した相続人の戸籍などが必要となるなど、いわゆる相続人調査を行う必要があります。
　　しかし、社協自らが戸籍をとることが困難であるため、専門家に依頼するか行政の協力を得る必要があります。

※専門家に依頼するにも、社協が利用者の利害関係人であることが必要となります。
　≪相続財産管理人選任のために前納金が必要≫
　　相続財産管理人選任の申立ての際に、家庭裁判所から前納金が求められることがあります。前納金は相続財産管理人の報酬のために当てられるため、すぐに現金化できるような預貯金がある人の場合は求められることが少ないようですが、不動産などの財産しかないような場合には求められることになります。
　　そこで、申立人が前納金や申立て書類にかかる費用、相続人調査にかかる費用等を支出しなければなりません。社協が申立てを行った場合、相続財産管理人が選任されるまでそうした費用の立て替え払いを行わなければならないということになります。そのような支出が困難である場合には、利用者が生存中に社協に対し、前納してもらうという方法が考えられます。そしてここで問題となるのは、前納していただく金額とその確保、さらに前納していただいた金額を社協会計で処理ができるかどうかということです。
　　

　　こうした問題を解決できる場合のみ、相続財産管理人選任の申立てを行う特約を締結することができると考えます。

　　次ページに特約書の様式を示していますが、あくまでもひとつの案であり、具体的なケースによって、内容を修正していく必要があります。



４　廃棄処分の考え方について
　利用者が死亡し、預かった書類等を返還することができない場合、福祉サービス利用援助契約第９条「書類やはんこの預かり」において次のように定めています。
　

　
　

　このように、契約終了から５年経ったのちに、利用者からの預かり書類等を廃棄することとしています。
　具体的には、次のような手順で進めることとします。

①相続人等に対し受取に対する通知を行う

　　　通知内容；　*利用者死亡による預かり書類等の返還依頼
　　　　　　　　　*連絡期限（３か月程度）
　　　　　　　　　*廃棄に至るまでの流れ

　　　　　　　　　*実施社協、県社協連絡先　　等々
②期限内に相続人等から連絡がなかった場合

預かり書類等の廃棄処分について県社協に申請し、県社協の承諾を得る。
※期限内に相続人等から連絡があった場合は各実施社協で受け取りの手続きを行う。
③県社協に対し、預かり書類等の預け替えを行う
　　　郵送等は行わず、県社協が実施社協に出向き、受け取る。

　　　※預け替えの際、今までの支援記録等について県社協に写しを提出する。

④県社協は、契約終了日から５年間保管し、５年経過後に廃棄する

　　　県社協において、書類等の詳細（書類の名称、金融機関名、支店名、口座の種類、口座番号、預貯金名義人、預貯金残高、印鑑の陰影等）と廃棄年月日を記録し、その写をとったうえで現物は廃棄する。記録等については支援記録等とともにさらに保管する。
⑤県社協は、廃棄した日から５年間記録を保管し、さらに５年経過後に記録を廃棄する

　現物、記録まですべてを廃棄するまでに、利用者死亡後１０年間としています。これは、金融機関に預け入れている預貯金の払い戻し請求権の時効が１０年であることにもとづいています。

　また、通帳そのものを廃棄することで、預け入れている預貯金がなくなることはありません。そのことは、通帳を紛失しても再発行をすることができることからも理解できます。この場合、本人が死亡しているので、通帳の再発行ではなく、相続人が金融機関に対し、相続人としてその手続きを行うことにより、払い戻しが可能となります。

※本県の福祉サービス利用援助契約書は、利用者の利便性を考慮し、記名捺印としていますが、契約書類のうち「預かり書」は重要書類であることから署名捺印としています。そこで、預かり書類等の廃棄という重要な内容を入れた契約書に署名がないことから、預かり書類等を第９条にもとづき取扱うことを「預かり書」に明記することとしています。




























































































































































民法（債権等の消滅時効） 


第１６７条 　債権は、十年間行使しないときは、消滅する。 





商法（商事消滅時効） 


第５２２条 　商行為によって生じた債権は、この法律に別段の定めがある場合を除き、五年間行使しないときは、時効によって消滅する。ただし、他の法令に五年間より短い時効期間の定めがあるときは、その定めるところによる。 











第９条　


⑥　この契約が終わったときに、（利用者）、受取人、（利用者）の相続人などいずれからも受け取りがなかった場合、（実施社協）は岡山県社会福祉協議会に（利用者）の書類やはんこを預け替えます。


⑦　この契約が終わった日から５年が経過したにもかかわらず、（利用者）、受取人、（利用者）の相続人などいずれからも受け取りがなかった場合、岡山県社会福祉協議会は、（利用者）の書類やはんこを廃棄します。


　





福祉サービス利用援助契約特約書（案）








　（利用者）と（実施社協）は、（利用者）と（実施社協）との間に平成○年○月○日付けで締結した福祉サービス利用援助契約に関する特約を次のとおり定めます。








（利用者）は、（実施社協）に対し、福祉サービス利用援助契約書に付随する特約として、（利用者）の死亡後に、その相続人が明らかでなく、下記の事務が必要な場合にこれを委任するものとし、（実施社協）はこれを行います。


記


相続人確認に係る調査及びその支払い


相続財産管理人の選任手続き及びその支払い








（実施社協）は、前条の事務を行うにあたっての必要な費用を、（利用者）の財産から支出します。








（実施社協）は第１条における費用を支払った後、相続人または相続財産管理人に収支報告します。











平成　　年　　月　　日





（利用者）


住　所


氏　名　　　　　　　　　　　　印





（実施社協）


　　       住　所　


名　称


会　長　　　　　　　　　　　　印


電話番号








　■□委任者の死後の事務を含む法律行為等の委任契約□■


　　委任者の死後の事務を含む法律行為等の委任契約は、「委任者の死亡によっても委任契約を終了させない旨の合意」を含む趣旨の契約であるとされ、民法６５３条はそのような合意を否定する趣旨ではないとしている。


　また、当事者間に死後の事務を委任する合意がある場合には、委任者が死亡しても委任契約は終了せず、その委任契約は、正当な事由がない限り、委任者が死亡した後に委任者の相続人が解除することもできない。





 





【預かり書類等の現状について】





預かり無
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返還合意有
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返還合意無
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預かり有
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１　預かり書類等返還の考え方
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